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美幌町普通会計財務書類について

１ 総 論

平成１８年に総務省より示された「地方公共団体における行政改革の更な

る推進のための指針」において、地方公会計制度改革として４つの財務書類

（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）の

作成及び公表が各地方公共団体に求められるようになりました。これを受け、

本町においても公会計の整備の推進に取り組むこととし、平成２３年度決算

に基づく財務書類を作成しました。

財務書類は「複式簿記」「発生主義」という企業会計的な考え方に基づき作

成されているため、単純な現金の動き（予算の執行）だけではなく、資産・

債務等の増減についても把握することができ、町の財政状況をこれまで以上

に様々な視点からチェックできるようになります。

  財務書類の作成方式については、総務省から２つの方式（総務省方式改訂

モデル、基準モデル）が示されておりますが、本町では「総務省方式改訂モ

デル」を採用し財務書類を作成しております。

＜両モデルの比較＞

区 分 総務省方式改訂モデル 基準モデル

内 容

資産の状況や発生主義による取引情

報を、固定資産台帳や個々の複式簿

記によらず、簡便的に既存の現金会

計の決算（決算統計）を活用して作

成する方式

保有するすべての資産を公正価値で

評価し、個々の取引情報を発生主義

により複式記帳した形で作成する方

式

利 点

・多くの自治体が導入済み又は導入

を予定しており、同じレベルでの

比較が可能

・比較的簡便に作成が可能

・システムの再構築が不要で費用負

担が軽減される

・財務書類の精度が高い

・事業別も含めた多様な財務書類を

迅速に作成が可能

問題点

・資産等の貸借対照表計上額に精緻

さを欠く

・多様な事業別財務書類の作成が困

難であり、事業ごとの分析に不向

き

・公正な資産評価を行う手間と労力

がかかる

・仕訳の点検・照合作業が必要

・新たなシステムの構築による多額

な初期導入コストと長期の構築期

間が必要
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＜作成基準＞

○作成基準日

   貸借対照表は平成２４年３月３１日現在とし、行政コスト計算書、純資

産変動計算書及び資金収支計算書は平成２３年４月１日から平成２４年３

月３１日までとします。なお、出納整理期間中の収支についても当該基準

日に含めて取り扱うこととします。

○対象範囲

普通会計（一般会計）

２ 財務書類の解説

２－１ 貸借対照表（バランスシート）

  貸借対照表は、年度末時点において町が行政サービスを提供するために保

有している財産（資産）とその資産をどのような財源（負債・純資産）で賄

ってきたかを総括的に対照表示した一覧表です。

負債は将来世代の負担となる部分で、純資産は資産と負債との差額で将来

世代の負担とならない（現在までの世代が負担した）部分です。

資産には、土地・建物等の「公共資産」や、他会計や他団体に対する「出

資金」「貸付金」、預金である「基金」、税金等の未納分である「未収金」など

が含まれます。

一方負債には、町の借金である「地方債」や職員の退職金に係る「退職手

当引当金」、職員の期末・勤勉手当に係る「賞与引当金」などが含まれます。

純資産には、国や道からの補助金やこれまで納められた税金・手数料など

が含まれます。

＜貸借対照表の構成＞

資   産

負   債

純 資 産

使う資産
（例 インフラ整備、施設）

売れる資産、回収する資産
（例 売却予定資産、貸付金）

将来世代の負担
（例 地方債）

国・道の負担、過去又

は現在の世代の負担
（例 補助金）

借 方 貸 方
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＜科目の説明＞

区 分 内 容

資

産

公共資産

有形固定資産 町が行政サービスを提供するために保有する資産（土地、建物等）

売却可能資産
有形固定資産のうち、未利用財産等の売却が可能な資産

※町の「売払可能町有地一覧表」より固定資産評価額等に基づき算定

投資等

投資及び出資金 他会計や第三セクター等に対する出資金、出えん金

貸付金 他会計や第三セクター等に対する貸付金で、返済期限が未到来のもの

基金等 特定目的のための資金や定額資金を運用するための資金

長期延滞債権 町税等の収入未済額のうち、１年以上未収となっているもの（滞納繰越分）

回収不能見込額

貸付金や長期延滞債権のうち、回収不能となることが見込まれるもの

※回収不能実績率（過去５ヵ年の不納欠損額÷（滞納繰越収入額＋不納欠

損額）を用いて算定

流動資産

現金預金 現金及び流動性の高い基金（財政調整基金、減債基金）

未収金 町税等の収入未済額のうち、１年以内に未収となっているもの（現年度分）

負

債

固定負債

地方債 町債残高（借金）のうち、翌々年度（平成２５年度）以降に償還予定のもの

長期未払金
将来への債務の負担を約束したもの（債務負担行為）のうち、翌々年度（平

成２５年度）以降に支出予定のもの

退職手当引当金 全職員が年度末時点で退職したと仮定した場合に必要となる退職金

流動負債

翌年度償還予定地方債 町債残高（借金）のうち、翌年度（平成２４年度）に償還予定のもの

短期借入金 収支不足が発生した場合、翌年度予算からの前借り金額

未払金
将来への債務の負担を約束したもの（債務負担行為）のうち、翌年度（平成

２４年度）に支出予定のもの

賞与引当金 翌年度（平成２４年度）に支給予定の期末・勤勉手当のうち、当年度発生分

純

資

産

公共資産等整備国道補助金等 公共資産等を取得した財源のうち、国や道から補助金を受けた部分

公共資産等整備一般財源等 公共資産等を取得した財源のうち、国や道からの補助金や町債以外の部分

その他一般財源等 公共資産等以外の資産から公共資産等整備以外の負債を差し引いた額

資産評価差額 資産の時価評価による差額など

注

記

他団体等形成資産 町の補助金等により他団体等において整備された資産

債務負担行為情報
将来への債務の負担を約束したもの（債務負担行為）のうち、貸借対照表に

計上されないもの

将来負担情報 財政健全化法の将来負担比率の算定の根拠となったもの
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２－２ 行政コスト計算書

  行政コスト計算書は、４月１日から翌年の３月３１日までの１年間の行政

活動のうち、福祉活動やごみの収集といった資産形成に結びつかない行政サ

ービスに係る経費とその行政サービスの直接の対価として得られた財源を対

比させた計算書です。

行政コスト計算書は「経常行政コスト」と「経常収益」からなり、これら

を差引きしたものが「純経常行政コスト」になります。また、行政コスト計

算書は、性質別区分と目的別区分とを複合的に表示した形式となっています。

行政コスト計算書を縦方向（行）に見る「性質別行政コスト計算書」では、

経常行政コストとして職員の「人件費」、需用費や委託料等の「物件費」、貸

借対照表における有形固定資産の「減価償却費」などが表されており、経常

収益として行政サービスの対価である「使用料・手数料」などが表されてい

ます。

  一方、行政コスト計算書を横方向（列）に見る「目的別行政コスト計算書」

では、経常行政コストと経常収益が行政目的別にそれぞれどの程度あったか

が表されています。

＜行政コスト計算書の構成＞

○経常行政コスト

区分
生活

ｲﾝﾌﾗ
教育 福祉

環境

衛生

産業

振興
消防 総務 議会 その他

人にかかる

コ ス ト

物にかかる

コ ス ト

移転支出的

な コ ス ト

そ の 他 の

コ ス ト

○経常収益

使 用 料

手 数 料

分担金･負担

金･寄附金

○純経常行政コスト

経常行政ｺｽ

ﾄ-経常収益

目的別行政コスト

性質別

行 政

コスト
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＜科目の説明＞

区 分 内 容

人にかかる

コ ス ト

人件費
給与、報酬、手当等から退職金と前年度（平成２２年度）賞与引当金

を除いた金額

退職手当引当金繰入等 当年度に引当金として新たに繰り入れた額など

賞与引当金繰入額
翌年度（平成２４年度）に支給予定の期末・勤勉手当のうち、当年度

発生分

物にかかる

コ ス ト

物件費 需用費や施設などの維持管理費など

維持補修費 施設などの維持修繕のために支出した額

減価償却費 貸借対照表における有形固定資産の当年度の減価償却額

移転支出的

な コ ス ト

社会保障給付 法令に基づく扶助等のために支出した額

補助金等 各種団体等に対する補助金など

他会計等への支出額 公営企業会計等に対する負担金や補助金など

公共資産等整備補助金等 団体等における資産整備に対して交付した補助金など

そ の 他 の

コ ス ト

支払利息 町債及び一時借入金の利子支払額

回収不能見込計上額 当年度に回収不能見込額として新たに計上した額など

その他行政コスト 上記以外の資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費

経 常 収 益
使用料・手数料 当年度に収入となった使用料・手数料など

分担金・負担金・寄附金 当年度に収入となった分担金・負担金・寄附金など

純経常行政コスト サービスに係る経費支出から使用料等で賄われた分を差し引いた額

２－３ 純資産変動計算書

  純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が

１年間にどれだけ変動したかを表している計算書です。純資産は現在までの

世代が負担してきた分であるため、増加していれば将来世代のために資産を

積み増ししていることなります。反対に減少していれば、将来世代に負担を

付け回ししていることになります。税金などの対価のない収入は純資産変動

計算書に含まれます。

また純資産内部の「科目振替」が生じることがありますが、これには「公

共資産整備への財源投入」、「貸付金・出資金等への財源投入」、「地方債償還

に伴う財源振替」などが含まれています。「公共資産整備への財源投入」では、

税金などお金の使い道が拘束されていなかった財源が道路などの公共資産の

整備にどの程度使われたのかがわかります。また、「貸付金・出資金等への財

源投入」では、税金などが関係法人等への貸付や出資にどの程度使われたの

かがわかります。「地方債償還に伴う財源振替」では、税金などが町の借金の

返済にどの程度使われたのかがわかります。
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＜純資産変動計算書の構成＞

区 分
純資産

合 計

公共資産等整備

国道補助金等

公共資産等整備

一 般 財 源 等

そ の 他

一 般 財 源 等
資産評価差額

期首純資産残高

純経常行政コスト

一般財源

補助金等受入

臨時損益

科目振替

その他

期末純資産残高

＜科目の説明＞

区 分 内 容

純経常行政コスト 行政コスト計算書における経常行政コストから経常収支を差し引いた額

一般財源

地方税 町税の額

地方交付税 普通交付税、特別交付税の額

その他行政コスト充当財源 地方譲与税、地方特例交付金等の各種交付金など

補助金等受入 公共資産等整備のための国道補助金

臨時損益

災害復旧事業費 災害によって被害を受けた施設等の復旧のための経費

公共資産等除売却損益 公共資産の売却等に伴う公共資産計上額と売却額との差額

投資損失 貸借対照表における投資損失引当金の前年度からの増減額

科目振替

公共資産整備財源投入 貸借対照表における公共資産を整備したことによる財源の変動

公共資産処分財源増 貸借対照表における公共資産を除去・売却したことによる財源の変動

貸付金等財源投入 貸借対照表における貸付金等に支出したことによる財源の変動

貸付金回収等財源増 貸借対照表における貸付金等を回収したことによる財源の変動

減価償却財源増 減価償却による公共資産等整備財源からその他一般財源等への振替

地方債償還財源振替 償還によるその他一般財源等から公共資産等整備一般財源への振替

資産評価替えによる変動額 貸借対照表に売却可能資産を新たに計上したことによる変動額

無償受贈資産受入 無償で資産を受贈した場合の貸借対照表における有形固定資産計上額
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２－４ 資金収支計算書

  資金収支計算書は、町のお金（歳計現金）の１年間の動きをその性質に応

じて３つの異なる区分（経常的収支の部、公共資産整備収支の部、投資・財

務的収支の部）に分けて表示した計算書です。

「経常的収支の部」には人件費や物件費などの支出と税金や手数料などの収

入が計上されており、日常の行政活動による資金収支の状況が表されていま

す。「公共資産整備収支の部」には、道路などの公共資産の整備に関係するお

金の動きがわかります。「投資・財務的収支の部」には、借金の返済や投資活

動に関係するお金の動きがわかります。

以上の３つの区分で表される資金収支計算書からは、町のどのような活動

にお金がどれだけ賄われているかやお金をどのような活動で獲得しているか

を知ることができます。

＜資金収支計算書の構成＞

１ 経常的収支の部

経常的支出

経常的収入

経常的収支

２ 公共資産整備収支の部

公共資産整備支出

公共資産整備収入

公共資産整備収支

３ 投資・財務的収支の部

投資・財務的支出

投資・財務的収入

投資・財務的収支

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

＜科目の説明＞

区 分 内 容

経常的収支の部 町の経常的な行政活動に係る資金収支

公共資産整備収支の部 補助金等を含めた公共資産整備のための支出及び収入（財源）

投資・財務的収支の部 出資金、貸付金、基金に係る支出及びそれに対応する財源など

注記 基礎的財政収支（ﾌ゚ﾗｲﾏﾘーﾊ゙ﾗﾝｽ） 町債収入を除く歳入と町債元利償還金を除く歳出のバランスをはかるもの
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 9,780,234

①生活インフラ・国土保全 22,687,590 (2) 長期未払金

②教育 11,305,336 ①物件の購入等

③福祉 570,445 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 2,561,445 ③その他

⑤産業振興 2,954,322 長期未払金計 1,049,252

⑥消防 3,083 (3) 退職手当引当金 1,628,245

⑦総務 1,520,858 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産合計 41,603,079 固定負債合計 12,457,731

(2) 売却可能資産 28,964

公共資産合計 41,632,043 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 1,231,426

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 141,397

①投資及び出資金 2,349,747 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 (5) 賞与引当金 78,576

投資及び出資金計 2,349,747 流動負債合計 1,451,399

(2) 貸付金 166,388

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 13,909,130

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 1,360,566

③土地開発基金 0

④その他定額運用基金 48,950 [純資産の部]

⑤退職手当組合積立金 304,656 １　公共資産等整備国道補助金等 12,982,367

基金等計 1,714,172

(4) 長期延滞債権 141,874 ２　公共資産等整備一般財源等 24,945,755

(5) 回収不能見込額 △ 24,002

投資等合計 4,348,179 ３　その他一般財源等 △ 4,542,128

３　流動資産 ４　資産評価差額 13,902

(1) 現金預金

①財政調整基金 892,505 純　 資　 産　 合　 計 33,399,896

②減債基金 300,145

③歳計現金 112,561

現金預金計 1,305,211

(2) 未収金

①地方税 26,204

②その他 3,384

③回収不能見込額 △ 5,995

未収金計 23,593

流動資産合計 1,328,804

資　　産　　合　　計 47,309,026 負 債 ・ 純 資 産 合 計 47,309,026

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国道補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの） 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち7,218,131千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 18,935,409千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 10,951,047千円 10,951,047千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 323,122千円 323,122千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 6,129,789千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 62,394千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 1,469,057千円 1,469,057千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0千円 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0千円 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0千円 千円

　基金等将来負担軽減資産 16,958,208千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 3,009,114千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 2,321,734千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 11,627,360千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 1,977,201千円

※５　有形固定資産のうち、土地は5,874,951千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は32,973,253千円です。

貸　　　借　　　対　　　照　　　表
（平成２４年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

293,796

0

755,456

197,012

234,868

157,240

223,240

2,323,872

0

56,782

3,193,014

2,034,413

0

1,158,601

3,193,014

412,033

0

0

53,408

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

【(翌年度償還予定)地方債・
(長期)未払金・引当金】

【契約債務・
偶発債務】

0

6,129,789

62,394

0

0

0
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　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・
国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息
回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 1,234,279 14.7% 126,024 191,555 161,029 94,190 191,367 0 355,518 114,596 0

（２）退職手当引当金繰入等 167,944 2.0% 15,115 26,199 19,482 11,420 23,009 0 58,948 13,771 0

（３）賞与引当金繰入額 78,576 0.9% 7,072 12,258 9,115 5,343 10,765 0 27,580 6,443 0

小　　計 1,480,799 17.7% 148,211 230,012 189,626 110,953 225,141 0 442,046 134,810 0

（１）物件費 1,556,973 18.6% 8,884 531,048 283,274 316,435 157,855 0 253,117 6,208 152

（２）維持補修費 332,753 4.0% 308,201 12,660 2,686 4,113 2,959 0 2,134 0

（３）減価償却費 1,621,548 19.3% 740,464 319,020 32,063 160,255 266,458 0 103,288 0

小　　計 3,511,274 41.9% 1,057,549 862,728 318,023 480,803 427,272 0 358,539 6,208 0 152

（１）社会保障給付 915,448 10.9% 19,635 868,693 27,120

（２）補助金等 827,321 9.9% 3,524 69,357 46,956 17,050 155,048 465,650 67,458 2,278 0

３（３）他会計等への支出額 1,307,647 15.6% 285,988 0 700,359 321,300 0 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

152,784 1.8% 1,253 0 33,000 0 118,531 0 0 0 0

小　　計 3,203,200 38.2% 290,765 88,992 1,649,008 365,470 273,579 465,650 67,458 2,278 0

（１）支払利息 203,725 2.4% 203,725

（２）回収不能見込計上額 △ 9,788 -0.1% △ 9,788

（３）その他行政コスト 0 0.0%

小　　計 193,937 2.3% 0 0 0 0 0 0 0 0 203,725 △ 9,788 0

8,389,210 1,496,525 1,181,732 2,156,657 957,226 925,992 465,650 868,043 143,296 203,725 △ 9,788 152

（　構　成　比　率　） 17.8% 14.1% 25.7% 11.4% 11.0% 5.6% 10.3% 1.7% 2.4% -0.1% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・手 数 料 ｂ 328,609 100,189 15,109 50,279 72,445 2,229 0 13,790 0 0 0 74,568

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 60,254 0 1,350 8,254 0 41,269 0 9,381 0 0 0 0

388,863 100,189 16,459 58,533 72,445 43,498 0 23,171 0 0 0 74,568

ｄ／ａ 4.6% 6.7% 1.4% 2.7% 7.6% 4.7% 0.0% 2.7% 0.0% 0.0% 0.0%

8,000,347 1,396,336 1,165,273 2,098,124 884,781 882,494 465,650 844,872 143,296 203,725 △ 9,788 152 △ 74,568

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ

行　　政　　コ　　ス　　ト　　計　　算　　書
自　平成２３年４月 １ 日

至　平成２４年３月３１日

２

経 常 行 政 コ ス ト ａ

1

４
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（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国道補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 32,532,570 12,016,582 25,109,076 △ 4,606,990 13,902

純経常行政コスト △ 8,000,347 △ 8,000,347

一般財源

地方税 2,320,162 2,320,162

地方交付税 4,164,790 4,164,790

その他行政コスト充当財源 735,622 735,622

補助金等受入 1,647,099 1,473,099 174,000

臨時損益 0

災害復旧事業費 0

公共資産除売却損益 0

投資損失 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 1,360,555 △ 1,360,555

公共資産処分による財源増 0

貸付金・出資金等への財源投入 708,073 △ 708,073

貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 683,296 683,296

減価償却による財源増 △ 507,314 △ 1,114,234 1,621,548

地方債償還に伴う財源振替 1,147,564 △ 1,147,564

資産評価替えによる変動額 0

無償受贈資産受入 0

その他 0 △ 1,581,983 1,581,983

期末純資産残高 33,399,896 12,982,367 24,945,755 △ 4,542,128 13,902

純　　資　　産　　変　　動　　計　　算　　書
自　平成２３年４月 １ 日

至　平成２４年３月３１日
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国道補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国道補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国道補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成23年度における一時借入金の借入限度額は2,500,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は497千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報
　収入総額
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支

56,009
1,072,933

112,561

10,869,599
679,100

0
10,715,456
1,541,881

98,867

602,361

△ 1,939,801

0

△ 7,248

119,809

2,542,162

0

323,692

0

151,000

28,802

467,000

320,502

13

403,677

1,350,970

0

619,109

56,114

1,527,336

△ 530,511

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

1,881,040

152,784

24,023

2,057,847

610,013

242,100

286,000

25,495

459,494

8,739,902

2,463,064

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

2,313,426

4,164,790

1,037,086

262,975

10,560

180,076

915,448

827,321

203,725

966,905

332,753

6,276,838

資　　金　　収　　支　　計　　算　　書
自　平成２３年４月　１日

至　平成２４年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

1,473,713

1,556,973
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地方公共団体全体（美幌町）の財務書類について

１ 総 論

  地方公共団体全体（美幌町）の財務書類とは、普通会計のほか、美幌町の

その他の公営事業会計の情報を含めて作成する財務書類です。

＜作成基準＞

○作成基準日

   普通会計の財務書類と同様、貸借対照表は平成２４年３月３１日現在と

し、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書は平成２３

年４月１日から平成２４年３月３１日までとします。なお、出納整理期間

中の収支についても当該基準日に含めて取り扱うこととします。

○対象範囲

会計名
普通会計

財務書類

地方公共団体

全体財務書類

普通会計 一般会計

公営事業会計 国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

介護保険特別会計

公

営

企

業

会

計

法適用
水道事業会計

病院事業会計

法非適用

公共下水道特別会計

（決算統計上は公共・特環を区別）

個別排水処理特別会計

＜連結の方法＞

  ○個別財務書類の作成

   特別会計については、普通会計財務書類に準じて作成します。

   企業会計については、地方公営企業法の財務規定に基づき作成された

財務書類を連結財務書類上の科目に読み替えて作成します。

  ○相殺消去

   対象範囲の会計間で行われている取引（繰出・繰入金など）について

は、連結させる際に重複計上となるので、計上額の相殺消去処理を行い

ます。
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２ 財務書類の解説

＜科目の説明＞

区 分 内 容

地方公共団体全体（美幌町）

の貸借対照表

無形固定資産 電話加入権や施設利用権など、物理的な形態を有しない固定資産

地方公共団体全体（美幌町）

の行政コスト計算書

保険料 国民健康保険特別会計などにおける被保険者から徴収する保険料

事業収益 公営企業会計における営業収益や受託工事収益など

その他特定行政サービス収入 公営企業会計におけるその他営業収益や営業外収益など

地方公共団体全体（美幌町）

の資金収支計算書

保険料 国民健康保険特別会計などにおける被保険者から徴収する保険料

事業収入 公営企業会計における営業収益や受託工事収益など



３ 財務書類
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 35,050,380 ①普通会計地方債

②教育 11,305,336 ②公営事業地方債

③福祉 570,445 地方公共団体計 19,810,930

④環境衛生 9,765,827 (2) 長期未払金 1,049,252

⑤産業振興 2,954,322 (3) 引当金 2,293,098

⑥消防 3,083 （うち退職手当等引当金） 2,291,158

⑦総務 1,520,858 （うちその他の引当金） 1,940

⑧収益事業 0 (4) その他 0

⑨その他 0 固定負債合計 23,153,280

有形固定資産合計 61,170,251

(2) 無形固定資産 8,667 ２　流動負債

(3) 売却可能資産 28,964 (1) 翌年度償還予定額

公共資産合計 61,207,882 ①地方公共団体

②関係団体

２　投資等 翌年度償還予定額計 1,985,743

(1) 投資及び出資金 2,163,193 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

(2) 貸付金 166,388 (3) 未払金 206,695

(3) 基金等 2,167,963 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

(4) 長期延滞債権 329,765 (5) 賞与引当金 129,200

(5) その他 0 (6) その他 59,620

(6) 回収不能見込額 △ 69,515 流動負債合計 2,381,258

投資等合計 4,757,794

負　　債　　合　　計 25,534,538

３　流動資産

(1) 資金 1,906,462

(2) 未収金 304,953

(3) 販売用不動産 0

(4) その他 7,630

(5) 回収不能見込額 △ 6,869 純　 資　 産　 合　 計 42,643,314

流動資産合計 2,212,176

４　繰延勘定 0

資　　産　　合　　計 68,177,852 負 債 ・ 純 資 産 合 計 68,177,852

※１　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの） 千円）

③その他 千円

　　　

※３　有形固定資産のうち、土地は6,147,497千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は49,064,173千円です。

1,985,743

0

※２　普通会計地方債および公営事業地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち11,627,360千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

地 方 公 共 団 体 全 体 (美 幌 町) の 貸 借 対 照 表
（平成２４年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

10,030,696

9,780,234

412,033

0

0

53,408
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　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・
国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息
回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 2,151,316 14.8% 150,266 191,555 221,026 926,988 191,367 0 355,518 114,596 0

（２）退職手当引当金繰入等 113,969 0.8% 18,756 26,199 △ 8,693 △ 18,021 23,009 0 58,948 13,771 0

（３）賞与引当金繰入額 129,200 0.9% 8,703 12,258 12,486 50,965 10,765 0 27,580 6,443 0

小　　計 2,394,485 16.4% 177,725 230,012 224,819 959,932 225,141 0 442,046 134,810 0

（１）物件費 2,599,096 17.8% 226,852 531,048 404,291 1,019,573 157,855 0 253,117 6,208 152

（２）維持補修費 378,253 2.6% 330,265 12,660 2,686 27,549 2,959 0 2,134 0

（３）減価償却費 2,408,255 16.5% 1,247,745 319,020 32,063 439,681 266,458 0 103,288 0

小　　計 5,385,604 37.0% 1,804,862 862,728 439,040 1,486,803 427,272 0 358,539 6,208 0 152

（１）社会保障給付 4,076,923 28.0% 19,635 4,025,119 32,169

（２）補助金等 1,825,798 12.5% 8,122 69,346 1,039,291 18,605 155,048 465,650 67,458 2,278 0

３（３）他会計等への支出額 243,487 1.7% 0 0 243,487 0 0 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

152,784 1.0% 1,253 0 33,000 0 118,531 0 0 0 0

小　　計 6,298,992 43.3% 9,375 88,981 5,340,897 50,774 273,579 465,650 67,458 2,278 0

（１）支払利息 445,544 3.1% 445,544

（２）回収不能見込計上額 △ 20,317 -0.1% △ 20,317

（３）その他行政コスト 57,947 0.4% 880 0 26,969 30,098 0 0 0 0 0

小　　計 483,174 3.3% 880 0 26,969 30,098 0 0 0 0 445,544 △ 20,317 0

14,562,255 1,992,842 1,181,721 6,031,725 2,527,607 925,992 465,650 868,043 143,296 445,544 △ 20,317 152

（　構　成　比　率　） 13.7% 8.1% 41.4% 17.4% 6.4% 3.2% 6.0% 1.0% 3.1% -0.1% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 328,609 100,189 15,109 50,279 72,445 2,229 0 13,790 0 0 0 74,568

２ 分担金・負担金・寄附金 1,552,631 3,293 1,350 1,491,676 5,662 41,269 0 9,381 0 0 0 0

３ 保 険 料 1,123,163 1,123,163

４ 事 業 収 益 2,157,636 395,439 0 0 1,762,197 0 0 0 0 0

５ その他特定行政サービス収入 53,238 1,805 0 12,552 38,881 0 0 0 0 0

5,215,277 500,726 16,459 2,677,670 1,879,185 43,498 0 23,171 0 0 0 74,568

ｂ／ａ 35.8% 25.1% 1.4% 44.4% 74.3% 4.7% 0.0% 2.7% 0.0% 0.0% 0.0%

9,346,978 1,492,116 1,165,262 3,354,055 648,422 882,494 465,650 844,872 143,296 445,544 △ 20,317 152 △ 74,568

経 常 収 益 合 計 ｂ

（差引）純経常行政コスト ａ－ｂ

地 方 公 共 団 体 全 体 ( 美 幌 町 ) の 行 政 コ ス ト 計 算 書
自　平成２３年４月 １ 日

至　平成２４年３月３１日

２

経 常 行 政 コ ス ト ａ

1

４
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（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 41,879,676

純経常行政コスト △ 9,346,978

一般財源

地方税 2,320,162

地方交付税 4,164,790

その他行政コスト充当財源 735,622

補助金等受入 2,957,375

臨時損益

災害復旧事業費 0

公共資産除売却損益 △ 8,203

投資損失 0

収益事業純損失 0

その他 0

資産評価替えによる変動額 0

無償受贈資産受入 0

その他 △ 59,130

期末純資産残高 42,643,314

地方公共団体全体（美幌町）の純資産変動計算書
自　平成２３年４月 １ 日

至　平成２４年３月３１日
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国道補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国道補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国道補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

収益事業純収入

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末歳計現金残高

地方公共団体全体（美幌町）の資金収支計算書
自　平成２３年４月　１日

至　平成２４年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

2,508,791

2,613,322

4,076,923

1,825,798

445,544

243,487

465,525

12,179,390

2,313,426

4,164,790

2,320,788

262,975

1,499,644

231,572

1,130,642

2,142,621

286,000

25,907

461,299

14,839,664

2,660,274

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

0

0

2,286,379

152,784

0

2,439,163

636,587

804,000

619,109

61,851

2,121,547

△ 317,616

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

156,100

28,802

467,000

265,041

13

0

2,197,973

0

1,906,462

98,867

607,461

△ 2,322,566

0

20,092

1,886,370

0

0

0

0

0

0

2,930,027

0

323,692

0
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財務書類を活用した分析について

１ 分 析

財務書類の各数値を基にして、色々な角度から美幌町の財政状況を見るこ

とができます。なお、ここでは地方公共団体全体（町の全会計を含めた状態）

での数値を用いて分析しています。

①町民一人あたり負債額（貸借対照表）

町民一人あたりの負債額は下記のとおりとなっています。前年度と比較す

ると減少傾向にあり、町債の残高が減少していることが主な要因となってい

ます。

負債額 255億3,454万円
＝119万円 （H22：124万円）

住民基本台帳人口 21,375人

②社会資本形成の世代間負担比率（貸借対照表）

これまでの世代と将来の世代の負担による社会資本形成がそれぞれどのく

らいあるのかを見ることができます。

町債残高＋未払金 230億5,262万円
×100＝34.9％ （H22：36.2％）

公共資産＋投資等 659億6,568万円

約７割をこれまでの世代の負担で形成したことになり、将来世代の負担割

合は約３割となります。

③純資産比率（貸借対照表）

総資産のうち、返済義務のない純資産の割合を示すものです。企業の財務

分析において、財務の安定性を図る指標として用いられる「自己資本比率」

に相当するものと言うことができます。

純資産 426億4,331万円
×100＝62.5％ （H22：61.0％）

総資産 681億7,785万円

この純資産比率が高いほど財政状況が健全であると言え、美幌町の平成２

３年度決算における純資産比率は 62.5％となり、前年度と比較すると 1.5％

改善されたことがわかります。
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④受益者負担比率（行政コスト計算書）

経常収益が経常行政コストに対してどれだけあるかを示す割合です。資産

形成ではない行政サービスに要した支出が、受益者の負担でどれだけ賄われ

ているかを知ることができます。

経常収益 52億1,528万円
×100＝35.8％ （H22：33.2％）

経常行政コスト 145億6,226万円

使用料・手数料、分担金・負担金、保険料等の受益者負担分が約３割です

ので、残りの７割は主に税金等で賄われていることになります。

⑤町民一人当たり行政コスト（行政コスト計算書）

町民一人当たりの行政コストを算出して図示すると下記のようになります。

なお、算出には平成２４年３月３１日現在の美幌町の住民基本台帳人口

21,375人を用いています。

経常行政コスト

68万円

経常収益 24万円

純経常行政コスト

44万円

町民一人当たりの経常行政コストは68万円となり、前年度（72万円）より

減少しています。経常行政コストのうち約３割の24万円が受益者による負担

となっており、残りの約７割の44万円が主に税金等で賄われていることにな

ります。

受益者の負担分

税金等での負担分


